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「理想」と「現実」の乖離が
少子化対策の重要なポイント

折しも新政権は、子ども手当の支給
を重要な施策の一つとして掲げ、本年
1月には、新しい少子化社会対策大綱
である「子ども・子育てビジョン」を発
表しました。社会全体で出産や子育て
の支援に取り組む機運が高まる中で、
時局に即し同時進行で提言をまとめる
という難易度の高い作業になりました。
経済同友会では、1998年より、少
子化対策に関して提言を行ってきまし
た。今回はこれまでの質の高い分析や
示唆に富む提言内容を踏まえて、結婚
や子育てに関する世代間の意識格差
にも着目し、新たに、女性や働く現場
の視点を加えて対策を再整理しました。
少子化問題の解決には、国民の「理
想」と「現実」の間にあるギャップを埋
めることが重要です。急速に進む少子
化の大きな要因として、未婚や晩婚・
晩産がありますが、未婚者の90％には
結婚願望があり、既婚および結婚願望
のある未婚の女性の多くが将来子ども
を持ちたいと考えているという調査結果
もあります。
他方、現実的には、経済的な理由で

子どもを持てない、働く女性が「仕事
か出産・子育てか」の二者択一を迫ら
れ、労働市場から退出を余儀なくされ
ているという状況もあります。経済的な
問題は国家的対応が必要ですが、労
働環境の問題は、企業や経営者の努
力で解決すべき課題です。そこで、今
回は政府の採るべき施策と、民間およ
び企業の役割の二つの側面から提言
しました。

政治と経営者の
リーダーシップが必要

提言では、まず政府の施策である
「子ども手当」「幼保一元化」「待機児
童対策」に優先度の高い課題として焦
点を当てました。
すでに出生率の回復を実現しつつあ

る他の先進国と比較すると、わが国の
家族分野への社会支出（対GDP比率）
は著しく低く、一定の経済的支援の必
要性は認識していますが、子ども手当
は、恒久的財源の確保や制度設計上
の諸問題を解決してから本格実施すべ
きと考えます。
幼保一元化は、前政権において既
存の規制や縦割行政の弊害などによっ
て頓挫しましたが、今こそしがらみを断

ち切って取り組む絶好の機会です。合
理的な判断に基づき、速やかに既得
権に切り込むべきでしょう。
待機児童対策は、「子ども・子育て

ビジョン」で認可保育所等の収容人数
を5年で26万人増やす数値目標が示
された以上、目標達成までに実施すべ
き項目についての「工程表」を提示す
る必要があります。
民間や企業の果たす役割も重要で

す。優秀な人材から選ばれる企業にな
るためにも、「仕事と生活の調和」を推
進し、長期的な視点から働き方の改革
に真剣に取り組む必要があります。わ
れわれ経営者は「生産性向上につな
がる」多様で柔軟な働き方ができる雇
用システムを導入し、育児休業制度が
取得しやすい環境の整備に努力しなけ
ればなりません。
少子化は国家の存亡にかかわる重
大事ですが、影響が見えにくい面もあ
り、危機感の共有が難しい問題でもあ
ります。しかし「根拠なき楽観」を捨て、
政治と経営者はリーダーシップを発揮
し、継続して対策に取り組んでいかね
ばなりません。経済同友会としても、関
心を持ち続け、提言を重ねていく必要
があります。

少子化に対する正しい危機感を持ち
継続的な取り組みを
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